
令和6年度 国保中央会・国保連合会の一体的実施・横展開事業の取組状況
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＜研修対象＞
市（区）町村一体的実施担当者、後期高齢者医療広域連合担当者、

都道府県後期高齢者医療・介護予防担当者、地方厚生（支）局担当者、国保連合会担当者

＜開催方法＞
録画配信研修方式（講演、事例発表）

＜国保中央会における研修会の開催状況＞

国保中央会では、令和6年度、一体的実施の推進に向けて、実施者である市区町村向け研修会と一体的実施の支
援者向け（広域連合、都道府県、地方厚生（支）局並びに国保連合会）の研修会の2種類を開催した。
令和6年度開催後の事後アンケートにおいて、概ねどちらの研修会においても８割前後で「参考になった」という回答
であった。

＜研修対象＞

後期高齢者医療広域連合担当者、都道府県（保健所含む）担当者、国保連合会担当者

地方厚生（支）局担当者（オブザーバー）

＜開催方法＞

事前録画配信研修方式（講演、事例発表）＋ リアルタイム研修方式（グループワーク)

【市区町村向け】令和6年度高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進に向けた研修会（令和6年7月5日）

【支援者向け】令和6年度高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に係る支援者研修会（令和6年11月8日）

なお、研修内容及び参加申し込み数等について次頁のとおり。

令和7年3月14日

参考
資料４第18回

高齢者の保健事業のあり方検討
ワーキンググループ
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【市区町村向け】令和6年度高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進に向けた研修会

研修内容

    　単位：人

国保連合会 206 181

都道府県 342 158

広域連合 191 125

厚生（支）局 45 10

市（区）町村 4222 1716

その他 6 -

計　2190

　アンケート提出数参加申し込み数

所属別
計　5012

参加申し込み数及び事後アンケート提出数

配信時間

25分

10分

26分

16分

23分

24分

23分

147分

内容 登壇者

行政説明

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施について
厚生労働省保険局高齢者医療課

データヘルス計画の標準化のメリット

　　～データヘルス計画の運用で目指すこと～

東京大学未来ビジョン研究センター

特任准教授　井出　博生　氏

一体的実施における保健事業のPDCA

　　～実践支援ツール、研究結果を活用して

女子栄養大学

特任教授　津下　一代　氏

合計配信時間

　一体的実施・実践支援ツールの概要について

（令和6年度リリース版）
国民健康保険中央会

事例発表

　効果的・効率的に運営する一体的実施事業の実践

　※取組実績・取組事例及び支援メニュー等の紹介

神奈川県後期高齢者医療広域連合

大阪府後期高齢者医療広域連合

鹿児島県後期高齢者医療広域連合
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【支援者向け】
令和6年度の高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進に向けた支援者研修会

研修内容

    　単位：人

　

国保連合会 180 147

都道府県 119 91

広域連合 164 150

厚生(支)局 23 11

　アンケート提出数参加申し込み数

所属別 計　399計　486

当日（令和6年11月8日）研修（WEB）

時間

105分他都道府県とのグループワーク及びリフレクション

一体的実施の取組を含む第３期データヘルス計画

に基づく保健事業の適切な実施にあたって、関係者

間の認識共有及び今後の評価や支援の進め方に

ついて

内容

参加申し込み数及び事後アンケート提出数

事前研修（動画配信）

内容 講師等 配信時間

行政説明 厚生労働省保険局高齢者医療課 20分

第3期データヘルス計画の評価について

～広域連合が行う評価と市町村の個別保健事業の評価～

女子栄養大学

特任教授　津下　一代　氏
20分

第3期データヘルス計画における連合会・中央会の取組について 国民健康保険中央会 15分

栃木県後期高齢者医療広域連合 15分

栃木県 15分

栃木県国民健康保険団体連合会 15分

100分

事例発表

　栃木県の事例

※関係者間の取組事例や課題の共有

　　　　　　　　　　　　合計配信時間



開催した 43

(91.5%)

開催しなかった 4

(8.5%)

開催した 43

(91.5%)

開催しなかった 4

(8.5%)

4

○高齢者の保健事業セミナーの開催状況は、国保連合会が「開催した※1」が43連合
会(91.5%)であり、「開催しなかった」は4連合会(8.5％)であった。開催しなかった4
連合会についても、何らかの内容でセミナーに関わっていた。

○令和4年度と比較すると、同数であった。

★開催した都道府県については、右表参照（開催は○）。 セミナーの参加人数については、P.7参照。

令和5年度

令和4年度

調査対象：国保連合会 回答数：47

調査対象：国保連合会 回答数：47

※1 「開催した」に該当するのは、国保連合会が主催者または共催者として関

わったセミナーであること（他研修等に組み込み実施した場合やヘルスサ

ポート事業以外で実施した場合も含む）

経年比較

主催・共催ではないが関わっている 国保連合会数

主催・共催ではないが関わっている 4

具
体
的
内
容

講演した 3

資料提供した 2

助言をした 1

その他（県主催の研修会に参加等） 2

（具体的内容は複数回答）

国保連合会における高齢者の保健事業セミナーの開催状況
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